
政府広報

税金を免除してもらったり、
支援金、義援金を申請するときなどに必要です。
り災証明書を持っていないと、
支援が受けられないことがあります。
被災の際に居住していた市町村に申請することができます。
申請された被害の事実を確認した上で発行されます。

平成23年（2011年）6月8日発行

お問い合わせ先：被災の際に居住していた市町村

被災者のみなさんへ

政 府 か ら の お 知 ら せ

り災証明書って？

もらっていますか？
り災証明書



政府広報

り災証明書について

詳しくは被災の際に居住していた市町村まで。

り災証明書によって、

　 支援金、義援金の受領
　 税金、保育料、国民健康保険料等の減免
　 応急仮設住宅への入居、住宅の応急処理、
　 住宅金融支援機構融資の返済方法の変更

などの支援を受けることができます。

り災証明書のメリット

くわしく説明します

手続きは

　 被災の際に居住していた市町村に申請する。
　 （申請時に必要なものは申請先の市町村に確認してください。）

　 津波により住家が全壊した場合等を除き、後日、被災の事実を認定するための被害調
　 査が必要となります。本人の立会いの要否については、申請時に窓口でご確認ください。

　 上記　  の被害調査が必要な場合には、り災証明書の発行は、調査終了後となります。

留意点

●り災証明書の様式は、発行する市町村により異なります。
●被災した市町村においては、発行に時間を要することがあります。
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※ただし、市町村によって内容は異なります。

り災程度

証明事項

り災原因

上記の通り証明します。 

り災状況（内容）

□全壊  □大規模半壊  □半壊　
□一部損壊

平成23年 
東北地方太平洋沖地震による。

平成23年○月○日
 △△市長  □□□□


